
 

１ 

消 表 対 第 ２ ４ ９ 号 

平成２３年４月２６日 

株式会社市進ホールディングス 

 代表取締役 田代 英壽 殿 

消費者庁長官 福嶋 浩彦       

（公印省略）  

不当景品類及び不当表示防止法第６条に基づく措置命令 

貴社は、貴社の子会社が経営する学習塾等を通じて提供する大学入学試験（以下「大学

入試」という。）受験対策の役務（以下「本件役務」という。）の取引について、不当景

品類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）第

４条第１項の規定により禁止されている同項第１号に規定する不当な表示を行っていたの

で、同法第６条の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

(1) 貴社は、貴社の子会社が経営する学習塾等（以下「市進グループ学習塾」という。）

を通じて提供する大学入試受験対策用に開設した講座等の受講生（以下「市進グルー

プ学習塾の受講生」という。）の募集に係る表示に関して、次に掲げる事項を速やか

に一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法については、あら

かじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

  ア 平成２２年５月及び同年１０月に配布した高校生向けパンフレット及び中学

生向けパンフレット並びに同年６月２２日、同年７月６日及び同年８月２３日に

それぞれ東京都、千葉県、神奈川県、埼玉県及び茨城県に所在する新聞販売店を

通じて一般日刊紙に折り込んで配布したチラシにおいて、市進グループ学習塾の

受講生の平成２２年度大学入試の合格実績（以下「平成２２年度大学合格実績」

という。）が、別表１「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりである旨

を表示していたこと。 

  イ 前記アについて、実際には、市進グループ学習塾の受講生の平成２２年度大学

合格実績は、別表１「実際の市進グループ学習塾の受講生の合格者数」欄記載の

とおりであり、他の事業者が経営する学習塾が大学入試受験対策用に開設した講

座の受講生（以下「他の事業者が経営する学習塾の受講生」という。）の平成２２

年度大学合格実績を加算していたものであったこと。 

  ウ 平成２２年４月から同年１２月までの間市進グループ学習塾内に掲示したポス

ター及び貴社のウェブサイトにおいて、「市進予備校」と称する学習塾（以下「市

進予備校」という。）において提供する大学入試受験対策用に開設した講座の受講

生（以下「市進予備校の受講生」という。）及び市進グループ学習塾における「市
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進ウイングネット」と称する映像授業配信システムを利用した大学入試受験対策の

映像授業（以下「ウイングネット映像授業」という。）の受講生の平成２２年度大

学合格実績が、別表２「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりである旨を

表示していたこと。 

  エ 前記ウについて、実際には、市進予備校の受講生及び市進グループ学習塾におけ

るウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格実績は、別表２「実際

の市進予備校の受講生及び市進グループ学習塾におけるウイングネット映像授

業の受講生の合格者数」欄記載のとおりであり、他の事業者が経営する学習塾の

受講生及び市進グループ学習塾の受講生であってウイングネット映像授業を受講し

ていない者の平成２２年度大学合格実績を加算していたものであったこと。 

  オ 前記ア及びウの表示は、本件役務の内容について、一般消費者に対し、実際のも

のよりも著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反するものであるこ

と。 

(2) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを自社の役員及

び従業員に周知徹底しなければならない。 

(3) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示を行うことにより、当該役務の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

(4) 貴社は、前記(1)に基づいて行った周知徹底及び前記(2)に基づいて採った措置につ

いて、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

(1) 株式会社市進ホールディングス（以下「市進ホールディングス」という。）は、千

葉県市川市八幡二丁目３番１１号に本店を置き、自社の子会社である株式会社市進、

市進ウイングネット及び株式会社個学舎が経営する学習塾等を通じて、本件役務を提

供する事業者である。 

(2) ア  株式会社市進は「市進学院」と称する学習塾及び市進予備校を、株式会社個学舎

は「個太郎塾」と称する学習塾及び「市進チューターバンク」と称する家庭教師派

遣事業を営み、市進ウイングネットは「市進ウイングネット」と称する映像授業配

信システムを通じてウイングネット映像授業を供給している。 

    市進ウイングネットは、ウイングネット映像授業を、「市進学院」と称する学習塾

及び市進予備校並びに「個太郎塾」と称する学習塾の約６割の教室に提供し、また、

市進ウイングネットとウイングネット映像授業の利用契約を締結している事業者が

経営する学習塾（以下「ウイングネット加盟塾」という。）に提供している。 

  イ 株式会社ウィザス（以下「ウィザス」という。）は、大阪市中央区備後町三丁目６

番２号ＫＦセンタービルに本店を置き、大学入試受験対策の学習塾を営む事業者で

ある。 
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    市進ウイングネットは、ウィザスとウイングネット映像授業の利用契約を締結し、

ウィザスが経営する学習塾の一部の教室に、ウイングネット映像授業を提供してい

る。 

  ウ 市進ホールディングスは、市進グループ学習塾の受講生及びウイングネット加

盟塾におけるウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格実績を

合算した数値を、自社が作成する広告に掲載することを決定し、自社の各子会社

に、市進グループ学習塾の平成２２年度大学合格実績を報告させた。 

    市進ウイングネット及びウィザスは、ウィザスが経営する学習塾を除くウイン

グネット加盟塾におけるウイングネット映像授業の受講生、ウィザスが経営する

学習塾において提供する大学入試受験対策用に開設した講座の受講生（以下

「ウィザスが経営する学習塾の受講生」という。）及び市進グループ学習塾の受

講生の平成２２年度大学合格実績を合算した数値を、それぞれ、自社が作成する

広告に掲載することを決定した。 

  エ 市進ウイングネットは、市進ホールディングスに対し、ウイングネット加盟塾

におけるウイングネット映像授業の受講生及び市進グループ学習塾の受講生並

びにウィザスが経営する学習塾の受講生であってウイングネット映像授業を受

講していない者の平成２２年度大学合格実績を合算した数値を、ウイングネット

加盟塾におけるウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格実績

として報告した。 

    市進ホールディングスは、自社の子会社からの報告を、市進グループ学習塾の

受講生及びウイングネット加盟塾におけるウイングネット映像授業の受講生の

平成２２年度大学合格実績として取りまとめた。 

(3) ア 市進ホールディングスは、平成２２年５月及び同年１０月に配布した高校生向

けパンフレット（別添写し１）及び中学生向けパンフレット並びに同年６月２２

日、同年７月６日及び同年８月２３日にそれぞれ東京都、千葉県、神奈川県、埼玉

県及び茨城県に所在する新聞販売店を通じて一般日刊紙に折り込んで配布したチラ

シ（別添写し２）において、「２０１０年春 市進教育グループ 市進ウイングネッ

ト 主要大学合格実績（抜粋）」等と題し、別表１「合格実績として記載した数

値」欄記載のとおり平成２２年度大学合格実績を表示していた。 

 なお、当該パンフレット及び当該チラシには、ウイングネット映像授業が、ウ

イングネット加盟塾に提供されている旨は記載されていない。 

  イ 前記アの表示に接した者は、市進グループ学習塾の受講生の平成２２年度大学合

格実績は、別表１「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりであると認識す

るところ、実際には、市進グループ学習塾の受講生の平成２２年度大学合格実績は、

別表１「実際の市進グループ学習塾の受講生の合格者数」欄記載のとおりであり、

ウィザスが経営する学習塾の受講生及びウイングネット加盟塾におけるウイング

ネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格実績を加算していたものであった。 

(4) ア 市進ホールディングスは、平成２２年４月から同年１２月までの間市進グループ
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塾に掲示したポスター（別添写し３）及び自社ウェブサイト（別添写し４）におい

て、「市進予備校 市進ウイングネット ２０１０年春 主要大学 合格実績」等

と題し、別表２「合格実績として記載した数値」欄記載のとおり平成２２年度大学

合格実績を表示していた。 

 なお、当該ポスター及び当該ウェブサイトには、ウイングネット映像授業が、

ウイングネット加盟塾に提供されている旨は記載されていない。 

  イ 前記アの表示に接した者は、市進予備校の受講生及び市進グループ学習塾におけ

るウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格実績は、別表２「合格

実績として記載した数値」欄記載のとおりであると認識するところ、実際には、市

進予備校の受講生及び市進グループ学習塾におけるウイングネット映像授業の受講

生の平成２２年度大学合格実績は、別表２「実際の市進予備校の受講生及び市進グ

ループ学習塾におけるウイングネット映像授業の受講生の合格者数」欄記載のと

おりであり、ウィザスが経営する学習塾の受講生、ウイングネット加盟塾における

ウイングネット映像授業の受講生及び市進グループ学習塾の受講生であってウイン

グネット映像授業を受講していない者の平成２２年度大学合格実績を加算していた

ものであった。 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、市進ホールディングスは、本件役務の内容について、一般消費者

に対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことにより、不当に顧客を誘引し、

一般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められる表示を

していたものであり、この表示は、景品表示法第４条第１項第１号に該当するものであっ

て、かかる行為は、同項の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

(1) 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第６条の規定に基づき、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、書面により消費者

庁長官に対し異議申立てをすることができる。 

(2) 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法の規定により、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、国（代表者法務

大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することができる。 

（注１）この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起すること

ができなくなる。 

（注２）異議申立てをして決定があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その

決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することが
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できる。ただし、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、その決定の日から１年を経過するとこの処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 



 

大学名 
合格実績として記載した数値 実際の市進グループ

学習塾の受講生の合

格者数 
高 校 生 向 け

パンフレット 
中 学 生 向 け

パンフレット 
チラシ 

東京大学  ４３  ４３  ４３  １５ 
京都大学  ３３  ３３  ３３   １ 
東京工業大学  １５  １５   －   ８ 
早稲田大学 ２１１ ２１１ ２１１ １６６ 
慶應義塾大学 １０５ １０５ １０５  ７２ 
上智大学  ７７  ７７  ７７  ６４ 
東京理科大学 １９７ １９７ １９７ １６５ 
立教大学 １５４ １５４ １５４ １２７ 
明治大学 ２２１ ２２１ ２２１ １９１ 
青山学院大学  ６９  ６９  ６９  ５４ 
中央大学 １１３ １１３ １１３  ８７ 
法政大学 ２２６（注１） ２２６ ２２６ １９１ 
国際基督教大学   ６   ６   －   ４ 
学習院大学  ７６  ７６  ７６  ６６ 
お茶の水女子大学   ６   ６   －   ５ 
東京外国語大学   ９   ９   －   ５ 
東京医科歯科大学   ５   ５   －   １ 
千葉大学  ３３  ３３   －  ２４ 
首都大学東京  １１  １１   －   ８ 
大阪大学  ４７  ４７   －   １ 
北海道大学  １６  １６   －   ０ 
東北大学  １５  １５   －   ６ 
名古屋大学  １１  １１   －   ０ 
神戸大学  ２３  ２３   －   ０ 
九州大学   ９   ９   －   １ 
筑波大学  １８  １８   －  １３ 
埼玉大学  １７  １７   －  １４ 
茨城大学   ７   －   －   ６ 
東京学芸大学   ７   ７   －   ６ 
横浜国立大学   ６   －   －   ３ 
東京農工大学  １０  １０   －   ６ 
広島大学  １２  １２   －   ０ 
静岡大学   ８   －   －   ０ 
信州大学  １１   －   －   ５ 
大阪教育大学  １５   －   －   ０ 
大阪市立大学  ２３  ２３   －   ０ 
立命館大学 １１５ １１５   －   ４ 
同志社大学 １４６ １４６   －   ３ 
関西大学 ２１９ ２１９   －   ２ 
関西学院大学 １１６ １１６   －   １ 
南山大学  ２８  ２８   －   ０ 
岡山大学  １９  １９   －   ０ 
鳥取大学   ６   ６   －   ０ 
山口大学   ４   －   －   ０ 

別表１



大学名 
合格実績として記載した数値 実際の市進グループ

学習塾の受講生の合

格者数 
高 校 生 向 け

パンフレット 
中 学 生 向 け

パンフレット 
チラシ 

香川大学  ２４  ２４   －   １ 
愛媛大学  ２２  ２２   －   １ 
徳島大学  １４  １４   －   ０ 
和歌山大学  １７  １７   －   ０ 
三重大学  １１   －   －   ０ 
高知大学   ５   －   －   ０ 
成蹊大学  ５４  ５４   －  ４５ 
成城大学  ３８  ３８   －  ３２ 
明治学院大学  ５２  ５２  ５２  ４２ 
順天堂大学  １９  １９   －  １０ 
昭和大学  １１   －   －   ７ 
東京都市大学  ８０  ８０   －  ７４ 
芝浦工業大学  ９０  ９０  ９０  ８０ 
東京薬科大学  １４  １４   －  １３ 
明治薬科大学   ８   －   －   ６ 
東京電機大学  ７７  ７７   －  ６５ 
東邦大学  ６４  ６４  ６４  ５６ 
國學院大学  ４５  ４５   －  ３９ 
神奈川大学  ３５  ３５   －  １５ 
獨協大学 １２２ １２２   － １０６ 
武蔵大学  ６７  ６７   －  ６４ 
東京女子大学  ２５  ２５   －  １９ 
津田塾大学  １４  １４   －  １１ 
日本女子大学  ５０  ５０   －  ４４ 
学習院女子大学  １９  １９   －  １６ 
実践女子大学  ３０  ３０   －  ２４ 
共立女子大学  ４１  ４１   －  ３６ 
大妻女子大学  ４６  ４６   －  ３９ 
昭和女子大学  ５６  ５６   －  ５１ 
清泉女子大学  １２  １２   －  １０ 
聖心女子大学 １０（注１）   －   －   ６ 
跡見学園女子大学  ３９   －   －  ３５ 
フェリス女学院大学   ７   －   －   ６ 
日本大学 ４０９ ４０９ ４０９ ３３９ 
専修大学  ７５  ７５  ７５  ５０ 
駒澤大学 １５３ １５３ １５３ １３４ 
東洋大学 ３１８ ３１８ ３１８ ２７３ 
工学院大学  ５３  ５３   －  ４７ 
千葉工業大学 １４５ １４５   － １２２ 
北里大学  ２４  ２４   －  １８ 
玉川大学  ３３  ３３   －  ２８ 
神田外語大学  ４０  ４０   －  ３３ 
東京農業大学 １００ １００   －  ８１ 
東海大学  ７４  ７４   －  ４３ 
桜美林大学  ３３  ３３   －  ２１ 



大学名 
合格実績として記載した数値 実際の市進グループ

学習塾の受講生の合

格者数 
高 校 生 向 け

パンフレット 
中 学 生 向 け

パンフレット 
チラシ 

文教大学  ６５  ６５   －  ４３ 
拓殖大学  ２８  ２８   －  １９ 
亜細亜大学  ５８  ５８   －  ５１ 
麗澤大学  ２９  ２９   －  ２５ 
帝京大学 １３７ １３７   －  ８２ 
東京経済大学  ５７  ５７   －  ５０ 
立正大学 １０８ １０８   －  ８９ 
東京家政大学  ６４  ６４   －  ５９ 
東京国際大学  ２９   －   －  １４ 
国士舘大学  ７４  ７４   －  ６２ 
城西大学  ３４  ３４   －  ２４ 
大正大学  ３４   －   －  ２２ 
千葉商科大学  ３３   －   －  ２６ 
明星大学  ７０   －   －  ５０ 
大東文化大学 １１１ １１１   －  ８８ 
明海大学  ２６   －   －  １０ 
和洋女子大学  ３４   －   －  ３２ 
東京慈恵会医科大学   －  １５   －   ０ 
京都産業大学   －  ３８   －   ０ 
近畿大学   － １７４   －   １ 
甲南大学   －  ４６   －   ０ 
龍谷大学   －  ６２   －   ０ 
淑徳大学   －  ３６   －  ２３ 
杏林大学   －  １６   －  １１ 
武蔵野大学   －  ２６   －  ２１ 
関東学院大学   －  ２７   －  １１ 
中京大学   －  ２７   －   ０ 
同志社女子大学   －  ４３   －   ０ 
帝京平成大学   －  ５６   －  ４７ 
文京学院大学   －  ３８   －  ２７ 
城西国際大学   －  ２４   －  １３ 

注１ 法政大学については、平成２２年５月に配布したパンフレットには「２２５」、同年１０月

に配布したパンレットには「２２６」と記載し、また、聖心女子大学については、同年５月

に配布したパンレットには「９」、同年１０月に配布したパンレットには「１０」と記載して

いた。 

注２ 「－」は、合格実績を記載していなかったものである。 

 

 

 

 

 

 



 

大学名 
合格実績として記載した数値 実際の市進予備校の受講生及び市進

グループ学習塾におけるウイングネ

ット映像授業の受講生の合格者数 
ポスター ウェブサイト 

東京大学  ４３  ４３  １５ 
京都大学  ３２  ３３   １ 
東京工業大学  １５  １５   ８ 
早稲田大学（注１） ２０８ ２１１ １６３ 
慶應義塾大学 １０５ １０５  ６７ 
上智大学  ７７  ７７  ６３ 
大阪大学  ４５  ４７   １ 
名古屋大学  １１  １１   ０ 
千葉大学  ３３  ３３  ２４ 
東京外国語大学   ９   ９   ５ 
東京医科歯科大学   ５   ５   １ 
お茶の水女子大学   ６   ６   ４ 
首都大学東京  １０  １１   ７ 
筑波大学  １８  １８  １２ 
北海道大学  １５  １６   ０ 
東北大学  １３  １５   ６ 
神戸大学  ２２   －   ０ 
九州大学   ９   ９   ０ 
大阪市立大学  ２１   －   ０ 
東京理科大学 １９７ １９７ １５７ 
埼玉大学  １６  １７  １４ 
東京学芸大学   ７   ７   ６ 
東京農工大学  １０  １０   ６ 
国際基督教大学   ６   ６   ４ 
立教大学 １５４ １５４ １２１ 
明治大学 ２２１ ２２１ １８１ 
青山学院大学  ６９  ６９  ４９ 
中央大学 １１３ １１３  ８３ 
法政大学 ２２５ ２２６ １８５ 
同志社大学 １３４ １４６   ２ 
関西大学 ２０１ ２１９   ２ 
関西学院大学 １０７ １１６   １ 
立命館大学 １０９ １１５   ４ 
学習院大学  ７６  ７６  ６２ 
成蹊大学  ５４  ５４  ４３ 
成城大学  ３８  ３８  ３２ 
明治学院大学  ５２  ５２  ３９ 
広島大学  １２   －   ０ 
岡山大学  １９   －   ０ 
和歌山大学  １６   －   ０ 
鳥取大学   ６   －   ０ 
徳島大学  １４   －   ０ 
愛媛大学  ２０   －   １ 
香川大学  ２３   －   １ 

別表２



大学名 
合格実績として記載した数値 実際の市進予備校の受講生及び市進

グループ学習塾におけるウイングネ

ット映像授業の受講生の合格者数 
ポスター ウェブサイト 

東京慈恵会医科大学  １５   －   ０ 
順天堂大学  １８  １９  １１ 
東京都市大学  ８０  ８０  ６９ 
芝浦工業大学  ９０  ９０  ７３ 
東京薬科大学  １４  １４  １２ 
東京電機大学  ７７  ７７  ６１ 
東邦大学  ６４  ６４  ５０ 
獨協大学 １２２ １２２ １０３ 
神奈川大学  ３５  ３５  １５ 
國學院大学  ４５  ４５  ３８ 
武蔵大学  ６７  ６７  ６１ 
津田塾大学  １４  １４  １１ 
日本女子大学  ５０  ５０  ３９ 
東京女子大学  ２５  ２５  １８ 
学習院女子大学  １９  １９  １５ 
日本大学 ４０６ ４０９ ３０１ 
東洋大学 ３１５ ３１８ ２６５ 
駒澤大学 １５３ １５３ １３１ 
専修大学  ７３  ７５  ４５ 
京都産業大学  ３２  ３８   ０ 
近畿大学 １６９ １７４   １ 
甲南大学  ４６  ４６   ０ 
龍谷大学  ５９  ６２   ０ 
南山大学  ２８   －   ０ 
実践女子大学  ３０   －  ２３ 
共立女子大学  ４１   －  ３４ 
大妻女子大学  ４６   －  ３７ 
昭和女子大学  ５６   －  ４８ 
清泉女子大学  １２   －   ９ 
北里大学  ２３   －  １８ 
工学院大学  ５３   －  ４１ 
千葉工業大学 １４５   － １０１ 
東京農業大学 １００   －  ７４ 
神田外語大学  ４０   －  ２５ 
玉川大学  ３３   －  ２５ 
東海大学  ７４   －  ３５ 
桜美林大学  ３３   －  １９ 
文教大学  ６３   －  ４０ 
拓殖大学  ２８   －  １６ 
亜細亜大学  ５８   －  ４７ 
帝京大学 １３６   －  ７４ 
麗澤大学  ２９   －  ２２ 
東京経済大学  ５７   －  ４６ 
立正大学 １０８   －  ８９ 
東京家政大学  ６４   －  ５４ 



大学名 
合格実績として記載した数値 実際の市進予備校の受講生及び市進

グループ学習塾におけるウイングネ

ット映像授業の受講生の合格者数 
ポスター ウェブサイト 

国士舘大学  ７４   －  ５９ 
城西大学  ３４   －  ２３ 
大東文化大学 １１１   －  ８７ 
産業能率大学  ２２   －  ２１ 
淑徳大学  ３６   －  ２１ 
杏林大学  １６   －  １０ 
武蔵野大学  ２６   －  １５ 
関東学院大学  ２７   －  １１ 
中京大学  ２７   －   ０ 
同志社女子大学  ３９   －   ０ 
帝京平成大学  ５６   －  ４２ 
文京学院大学  ３８   －  ２５ 
城西国際大学  ２４   －  １２ 
昭和大学   －  １１   ７ 
明治薬科大学   －   ８   ５ 
茨城大学   －   ７   ５ 
横浜国立大学   －   ６   ３ 
電気通信大学   －   ６   ５ 
横浜市立大学   －   ３   １ 

注１ ポスターには、作成時点で判明していた合格実績が、ウェブサイトには確定した合格実績

が記載されたため、同じ大学であっても合格実績として記載された数値が異なる場合がある。 

注２ 「－」は、合格実績を記載していなかったものである。 
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消 表 対 第 ２ ５ ０ 号 

平成２３年４月２６日 

株式会社市進ウイングネット 

 代表取締役 小笠原 宏司 殿 

消費者庁長官 福嶋 浩彦       

（公印省略）  

不当景品類及び不当表示防止法第６条に基づく措置命令 

貴社は、貴社が運営する映像授業配信システムを利用した大学入学試験（以下「大学入

試」という。）受験対策の役務（以下「本件役務」という。）の取引について、不当景品

類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）第４

条第１項の規定により禁止されている同項第１号に規定する不当な表示を行っていたので、

同法第６条の規定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

(1) 貴社は、貴社が運営する「市進ウイングネット」と称する映像授業配信システムを

利用した大学入試受験対策の映像授業（以下「ウイングネット映像授業」という。）

の受講生の募集に係る表示に関して、次に掲げる事項を速やかに一般消費者に周知徹

底しなければならない。この周知徹底の方法については、あらかじめ、消費者庁長官

の承認を受けなければならない。 

ア 平成２２年４月に貴社とウイングネット映像授業の利用契約を締結している事業

者が経営する学習塾のうちウイングネット映像授業が提供されている学習塾（以下

「ウイングネット加盟塾」という。）を通じて配布したパンフレット及び同年６月

以降ウイングネット加盟塾内に掲示されたポスターにおいて、ウイングネット映像

授業の受講生の平成２２年度大学入試の合格実績（以下「平成２２年度大学合格実

績」という。）が、別表「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりである旨

を表示していたこと。 

イ 実際には、ウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格実績は、別

表「実際の合格者数」欄記載のとおりであり、株式会社市進ホールディングス（以

下「市進ホールディングス」という。）の子会社が経営する学習塾等（以下「市進

グループ学習塾」という。）において提供する大学入試受験対策用に開設した講座

等の受講生（以下「市進グループ学習塾の受講生」という。）及び株式会社ウィザ

ス（以下「ウィザス」という。）が経営する学習塾において提供する大学入試受験

対策用の講座の受講生（以下「ウィザスが経営する学習塾の受講生」という。）で

あってウイングネット映像授業を受講していない者の平成２２年度大学合格実績を

加算していたものであったこと。 

別添２ 



 

２ 

ウ 前記アの表示は、本件役務の内容について、一般消費者に対し、実際のものより

も著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反するものであること。 

(2) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを自社の役員及

び従業員に周知徹底しなければならない。 

(3) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示を行うことにより、当該役務の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

(4) 貴社は、前記(1)に基づいて行った周知徹底及び前記(2)に基づいて採った措置につ

いて、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

(1) 株式会社市進ウイングネット（以下「市進ウイングネット」という。）は、東京都

文京区本郷五丁目２５番１４号に本店を置き、ウイングネット映像授業の提供を行う

事業者である。 

(2) ア  市進ホールディングスは、千葉県市川市八幡二丁目３番１１号に本店を置き、自

社の子会社が経営する学習塾等を通じて本件役務を提供する事業者である。 

市進ホールディングスの子会社には、市進ウイングネット、「市進学院」と称する

学習塾及び「市進予備校」と称する学習塾を経営する株式会社市進、「個太郎塾」と

称する学習塾及び「市進チューターバンク」と称する家庭教師派遣業を営む株式会

社個学舎等がある。 

イ 市進ウイングネットは、「市進学院」と称する学習塾及び「市進予備校」と称す

る学習塾並びに「個太郎塾」と称する学習塾の約６割の教室に対し、ウイングネッ

ト映像授業を提供している。 

ウ ウィザスは、大阪市中央区備後町三丁目６番２号ＫＦセンタービルに本店を置

き、大学入試受験対策の学習塾を営む事業者である。 

市進ウイングネットは、ウィザスとウイングネット映像授業の利用契約を締結し、

ウィザスが経営する学習塾のうち一部の教室に対してウイングネット映像授業を提

供している。 

エ 市進ウイングネット及びウィザスは、ウィザスが経営する学習塾を除くウイング

ネット加盟塾におけるウイングネット映像授業の受講生、ウィザスが経営する学習

塾の受講生及び市進グループ学習塾の受講生の平成２２年度大学合格実績を合算し

た数値を、それぞれ、自社が作成する広告に掲載することを決定した。 

(3) ア 市進ウイングネットは、平成２２年４月にウイングネット加盟塾を通じて配布し

た「市進ウイングネット ２０１０夏期講習 講座ガイド」と題するパンフレット

（別添写し１）及び同年６月以降ウイングネット加盟塾内に掲示されたポスター（別

添写し２）において、「２０１０年春 市進ウイングネットグループ 主要大学合

格者数速報」等と題し、別表「合格実績として記載した数値」欄記載のとおり平成



 

３ 

２２年度大学合格実績を表示していた。 

イ 前記アの表示に接した者は、ウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大

学合格実績は、別表「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりであると認識

するところ、実際には、ウイングネット映像授業の受講生の平成２２年度大学合格

実績は、別表「実際の合格者数」欄記載のとおりであり、市進グループ学習塾の受

講生及びウィザスが経営する学習塾の受講生であってウイングネット映像授業を受

講していない者の平成２２年度大学合格実績を加算していたものであった。 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、市進ウイングネットは、本件役務の内容について、一般消費者に

対し、実際のものよりも著しく優良であると示すことにより、不当に顧客を誘引し、一

般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められる表示をし

ていたものであり、この表示は、景品表示法第４条第１項第１号に該当するものであっ

て、かかる行為は、同項の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

(1) 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第６条の規定に基づき、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、書面により消費者

庁長官に対し異議申立てをすることができる。 

(2) 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法の規定により、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、国（代表者法務

大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することができる。 

（注１）この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起すること

ができなくなる。 

（注２）異議申立てをして決定があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その

決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することが

できる。ただし、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、その決定の日から１年を経過するとこの処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

 

 



 

大学名 
合格実績として記載した数値 

実際の合格者数 
パンフレット ポスター 

大 

学 

入 

試 

合 

格 
実 
績 

東京大学  ４３  ４３  ４２ 

北海道大学  １５  １６  １４ 

名古屋大学  １１  １１  １０ 

九州大学   ９   ９   ７ 

京都大学  ３２  ３３  １１ 

東京工業大学  １５  １５  １４ 

東北大学  １３  １５  １４ 

大阪大学  ４５  ４７  ２０ 

筑波大学  １８  １８  １６ 

岡山大学   －  １９  １７ 

香川大学   －  ２４  ２２ 

東京外国語大学   ９   ９   ８ 

神戸大学  ２２  ２３   ９ 

愛媛大学   －  ２２  ２０ 

お茶の水女子大学   ６   ６   ５ 

信州大学   ９  １１  １０ 

三重大学   －  １１  １０ 

首都大学東京  １０  １１   ９ 

静岡大学   －   ８   ７ 

早稲田大学 ２０８ ２１１ ２０１ 

慶応義塾大学 １０５ １０５  ９９ 

上智大学  ７７  ７７  ７６ 

東京理科大学 １９７ １９７ １８７ 

学習院大学  ７６  ７６  ７２ 

明治大学 ２２１ ２２１ ２０９ 

青山学院大学  ６９  ６９  ６３ 

立教大学 １５４ １５４ １４７ 

中央大学 １１３ １１３ １０８ 

法政大学 ２２５ ２２６ ２１９ 

関西学院大学 １０７ １１６  ５２ 

関西大学 ２０１ ２１９  ８５ 

同志社大学 １３４ １４６  ６７ 

立命館大学 １０９ １１５  ６４ 

南山大学  ２８  ２８  ２６ 

日本大学 ４０６ ４０９ ３７１ 

東洋大学 ３１５ ３１８ ３１０ 

駒澤大学 １５３ １５３ １５０ 

専修大学  ７３  ７５  ７０ 

京都産業大学  ３２  ３８  ２５ 

近畿大学 １６９ １７４  ７４ 

甲南大学  ４６  ４６  １７ 

龍谷大学  ５９  ６２  ４５ 

愛知学院大学  １２   －  １０ 

名城大学  ３６   －  ３２ 

 

別表 



 

大学名 
合格実績として記載した数値 

実際の合格者数 
パンフレット ポスター 

医
学
部
医
学
科
入
試
合
格
実
績 

東北大学 １ １ ０ 

長崎大学 １ － ０ 

徳島大学 ２ ２ ０ 

山梨大学 ２ ２ １ 

佐賀大学 ２ ２ １ 

岐阜大学 １ － ０ 

大阪市立大学 ４ ４ ０ 

奈良県立医科大学 ４ ５ １ 

大阪医科大学 ２ ２ ０ 

順天堂大学 ７ ７ ６ 

注１ パンフレットには平成２２年４月１８日時点で判明していた合格実績が、ポスターには

確定した合格実績が記載されたため、同じ大学であっても合格実績として記載された数値

が異なり、また、パンフレットについては、実際の合格実績若しくは実際の合格実績より

も少ない数値が記載されている場合がある。 

注２ 「－」は、合格実績が記載されていなかったものである。 
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消 表 対 第 ２ ５ １ 号 

平成２３年４月２６日 

株式会社ウィザス 

 代表取締役 生駒 富男 殿 

消費者庁長官 福嶋 浩彦       

（公印省略）  

不当景品類及び不当表示防止法第６条に基づく措置命令 

貴社は、貴社が経営する「第一ゼミナール」と称する学習塾、「第一ゼミ予備校」と称

する学習塾及び「ファロス個別指導学院」と称する学習塾（以下、これらを総称して「本

件３学習塾」という。）において提供する大学入学試験（以下「大学入試」という。）受

験対策の役務（以下「本件役務」という。）の取引について、不当景品類及び不当表示防

止法（昭和３７年法律第１３４号。以下「景品表示法」という。）第４条第１項の規定に

より禁止されている同項第１号に規定する不当な表示を行っていたので、同法第６条の規

定に基づき、次のとおり命令する。 

 

１ 命令の内容 

(1) 貴社は、本件３学習塾において提供する大学入試受験対策用に開設した講座の受講

生（以下「本件３学習塾の受講生」という。）の募集に係る表示に関して、次に掲げ

る事項を速やかに一般消費者に周知徹底しなければならない。この周知徹底の方法に

ついては、あらかじめ、消費者庁長官の承認を受けなければならない。 

ア 平成２２年３月３１日に大阪府に所在する新聞販売店を通じて一般日刊紙に折り

込んでそれぞれ配布したチラシ、同年４月６日に大阪府、奈良県及び岐阜県に所在

する新聞販売店を通じて一般日刊紙に折り込んで配布したチラシ並びに同月５日頃

から同月１４日頃までの間自社ウェブサイトにおいて、本件３学習塾の受講生の平

成２２年度大学入試の合格実績（以下「平成２２年度大学合格実績」という。）が、

別表「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりである旨を表示していたこと。 

イ 実際には、本件３学習塾の受講生の平成２２年度大学合格実績は、別表「実際の

合格者数」欄記載のとおりであり、他の事業者が経営する学習塾等において提供す

る大学入試受験対策用に開設した講座の受講生及び貴社が経営する学習塾のうち、

本件３学習塾以外の学習塾において提供する大学入試受験対策用に開設した講座の

受講生の平成２２年度大学合格実績を加算していたものであったこと。 

ウ 前記アの表示は、本件役務の内容について、一般消費者に対し、実際のものより

も著しく優良であると示すものであり、景品表示法に違反するものであること。 

(2) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

別添３ 



 

 

 

２ 

 

同様の表示が行われることを防止するために必要な措置を講じ、これを自社の役員及

び従業員に周知徹底しなければならない。 

(3) 貴社は、今後、本件役務又はこれと同種の役務の取引に関し、前記(1)記載の表示と

同様の表示を行うことにより、当該役務の内容について、一般消費者に対し、実際の

ものよりも著しく優良であると示す表示をしてはならない。 

(4) 貴社は、前記(1)に基づいて行った周知徹底及び前記(2)に基づいて採った措置につ

いて、速やかに文書をもって消費者庁長官に報告しなければならない。 

 

２ 事実 

(1) ア  株式会社ウィザス（以下「ウィザス」という。）は、大阪市中央区備後町三丁目

６番２号ＫＦセンタービルに本店を置き、大学入試受験対策の学習塾を営む事業者

である。 

イ 株式会社市進ホールディングス（以下「市進ホールディングス」という。）は、

千葉県市川市八幡二丁目３番１１号に本店を置き、自社の子会社が経営する学習塾

等を通じて本件役務を提供する事業者である。 

また、株式会社市進ウイングネット（以下「市進ウイングネット」という。）は、

市進ホールディングスの子会社であり、市進ウイングネットが運営する「ウイング

ネット」と称する映像授業配信システムを利用した大学入試受験対策の映像授業（以

下「ウイングネット映像授業」という。）を、市進ホールディングスの子会社が経

営する学習塾等（以下「市進グループ学習塾」という。）のうち一部の教室及び市

進ウイングネットとウイングネット映像授業の利用契約を締結している事業者が経

営する学習塾（以下「ウイングネット加盟塾」という。）に提供している。 

(2) ア  ウィザスは、本件３学習塾その他自ら経営する学習塾に開設した大学入試受験対

策用の講座の受講生に対して学習指導を行っており、また、ウィザスが経営する学

習塾のうち一部の教室に、ウイングネット映像授業を提供している。 

イ ウィザス及び市進ウイングネットは、ウィザスが経営する学習塾において提供す

る大学入試受験対策用に開設した講座の受講生、市進グループ学習塾において提供

する大学入試受験対策用に開設した講座の受講生及びウィザスが経営する学習塾を

除くウイングネット加盟塾におけるウイングネット映像授業の受講生の平成２２年

度大学合格実績を合算した数値を、それぞれ、自社が作成する広告に掲載すること

を決定した。 

(3) ア ウィザスは、平成２２年３月３１日に大阪府に所在する新聞販売店を通じて一般

日刊紙に折り込んで配布したチラシ（別添写し）、同年４月６日に大阪府、奈良県

及び岐阜県に所在する新聞販売店を通じて一般日刊紙に折り込んで配布したチラシ

並びに同月５日頃から同月１４日頃までの間自社ウェブサイトにおいて、「２０１０

年度合格速報」等と題し、本件３学習塾の受講生の平成２２年度大学合格実績が、

別表「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりである旨を表示していた。 
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イ 前記アの表示に接した者は、本件３学習塾の受講生の平成２２年度大学合格実績

は、別表「合格実績として記載した数値」欄記載のとおりであると認識するところ、

実際には、本件３学習塾の受講生の平成２２年度大学合格実績は、別表「実際の合

格者数」欄記載のとおりであり、他の事業者が経営する学習塾等において提供する

大学入試受験対策用に開設した講座の受講生及びウィザスが経営する学習塾のうち、

本件３学習塾以外の学習塾において提供する大学入試受験対策用に開設した講座の

受講生の平成２２年度大学合格実績を加算していたものであった。 

３ 法令の適用 

前記事実によれば、ウィザスは、本件役務の内容について、一般消費者に対し、実際

のものよりも著しく優良であると示すことにより、不当に顧客を誘引し、一般消費者に

よる自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれがあると認められる表示をしていたもの

であり、この表示は、景品表示法第４条第１項第１号に規定する不当な表示に該当する

ものであって、かかる行為は、同項の規定に違反するものである。 

 

４ 法律に基づく教示 

(1) 行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第５７条第１項の規定に基づく教示 

この処分について不服がある場合には、行政不服審査法第６条の規定に基づき、こ

の処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に、書面により消費者

庁長官に対し異議申立てをすることができる。 

(2) 行政事件訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第４６条第１項の規定に基づく教示 

訴訟により、この処分の取消しを求める場合には、行政事件訴訟法の規定により、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、国（代表者法務

大臣）を被告として、この処分の取消しの訴えを提起することができる。 

（注１）この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、

この処分の日から１年を経過すると、この処分の取消しの訴えを提起すること

ができなくなる。 

（注２）異議申立てをして決定があった場合には、この処分の取消しの訴えは、その

決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することが

できる。ただし、その決定があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内であっても、その決定の日から１年を経過するとこの処分の取消しの訴え

を提起することができなくなる。 

 

 



 

  大学名 

合格実績として記載した数値 

実際の合

格者数 

新聞折り込みチラシ 
ウ ェ ブ

サイト 平成２２年３月３１日配布 
平成２２年４月６

日配布 

東京大学 ３８ ３８ ３８ ３８ ３８  ４３   ０

東京工業大学 １１ － － － －   －   １

京都大学 ３０ ３０ ３０ ３０ ３０  ３３  １１

大阪大学 ３５ ３５ ３５ ４０ ４０  ４７  １９

神戸大学 １７ １７ １７ １７ １７  ２２  １２

大阪市立大学 ２０ ２０
４２

２２
５８

 ２３  １３

大阪府立大学 ２２ ２２ ３６  ４１  ２７

同志社大学 １２９ １２９

５４３

１３０

５４８

１３６ ９７

関西学院大学 １０６ １０６ １０８ １１０  ９１

立命館大学 １０４ １０４ １０５ １０９  ６０

関西大学 ２０４ ２０４ ２０５ ２０２ １６３

注１ 平成２２年３月３１日には３種類、同年４月６日には２種類のチラシが配布されている

ところ、それぞれのチラシにおいて、平成２２年度大学合格実績として記載された数値が

異なる。 

   また、一部のチラシについては、大阪市立大学及び大阪府立大学の合計値並びに同志社

大学、関西学院大学、立命館大学及び関西大学の合計値が記載されていた。 

注２ チラシには、作成時点において判明した合格実績が記載され、ウェブサイトには確定し

た合格実績が記載されていたため、同じ大学であっても合格実績として記載された数値が

異なり、また、実際の合格実績よりも少ない数値が記載されている場合がある。 

注３ 「－」は、合格実績が記載されていなかったものである。 

 

別表 



 

 

 

平成２２年３月３１日に配布したチラシ（表面）（縮小したもの） 別添写し 



 

 

平成２２年３月３１日に配布したチラシ（裏面）（縮小したもの） 
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